
【随意契約によるもの】

　　物品・役務等の名称
　　及び数量

　契約責任者の氏名並びに
　その所属する部署の名称
　及び所在地

契約締結日
　　契約の相手方の商号
　　又は名称及び住所

随意契約によることとした根拠規定及び理由（企画競争又
は公募）

予定価格(円） 契約金額(円）
再就職
の役員

の数(人）
備考

什器類（会議テーブル外１点）の購入（東
京広域事務センター）　一式

日本年金機構　理事長代理人
事務センター統括部長　藤田　光徳
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月6日
株式会社インテリア山下
新潟県新潟市中央区堀之内南１－３２
－１６

契約に係る予定価格が少額であることから日本年金機構
会計規程第14条第4号により随意契約とする。

1,465,857 1,172,880 -

「マイナポータルとの認証連携」に伴うシ
ステム開発【ねんきんネット（フロントシス
テム）】  一式

日本年金機構　理事長代理人
基幹システム開発部長　佐藤　幸夫
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月13日
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
東京都江東区豊洲３－３－３

当該業者は、並行して実施しているセキュリティ対応を含
め、ねんきんネットのこれまで数次に及ぶ開発受託業者で
あり、ねんきんネットのすべての機能を熟知し、ねんきん
ネットの開発範囲全体に及ぼす影響を的確に把握し、セ
キュリティ対応との整合性を確保した上で効率的かつ一体
的に作業を行い、システム全体の品質保証が可能な唯一
の事業者である。よって、日本年金機構会計規程第１４条
第１号及び日本年金機構政府調達契約事務取扱細則第９
条第１項第４号により随意契約とする。

176,108,774 176,108,774 -

業務用車両の整備（愛知県内拠点）【中
部】　一式

日本年金機構　理事長代理人
会計・資産管理部長　菊池　守人
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月13日
トヨタカローラ名古屋株式会社
愛知県名古屋市中区松原１－６－２

一般競争入札に付したが、落札者がなかったことから、日
本年金機構会計規程第14条第6号により随意契約とする。

1,589,232
@36,250他

複数単価契約
-

調達見込総額
1,569,780円

ＯＡ機器（圧着ハガキ作成機 外1点）の購
入　一式

日本年金機構　理事長代理人
年金給付部給付業務調整室長　福井
隆昭
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月14日
株式会社ジェイエスキューブ
東京都江東区東雲１－７－１２

一般競争入札に付したが、落札者がなかったことから、日
本年金機構会計規程第14条第6号により随意契約とする。

3,236,868 3,211,920 -

業務用車両の整備（岐阜県内拠点）【中
部】　一式

日本年金機構　理事長代理人
会計・資産管理部長　菊池　守人
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月16日
岐阜日産自動車株式会社
岐阜県岐阜市金園町１０－１６

一般競争入札に付したが、落札者がなかったことから、日
本年金機構会計規程第14条第6号により随意契約とする。

1,176,407
@60,450他

複数単価契約
-

調達見込総額
1,154,617円

年金請求書が未提出の方への予約等の
電話による勧奨（受給資格期間の短縮）
一式

日本年金機構　理事長代理人
相談・サービス推進部長　大塚　郁夫
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月19日
富士ソフトサービスビューロ株式会社
東京都墨田区江東橋２－１９－７

未提出者への電話勧奨の外部委託を一般競争入札で実
施した場合、公告から契約締結までに３ヶ月程度を要し、さ
らに履行準備期間及び端末設置工事期間を確保する必要
があることから、履行開始が平成２９年８月中旬以降とな
り、初回支払となる１０月支払に間に合わず、制度改正に
よる年金受給権確保の効果が期待できない。
「ねんきん加入者ダイヤル」については、現在、電話勧奨
に必要なオンライン端末設置済のブースの使用が可能で
あり、新たなスペースの確保や端末設置等に係る費用及
び調達手続・端末設置等の工事に要する期間の問題も無
く、速やかに本業務を実施することができる。よって、「ねん
きん加入者ダイヤル」を実施している当該業者と日本年金
機構会計規程第１４条第２号及び日本年金機構政府調達
契約事務取扱細則第９条第１項第７号により随意契約とす
る。

37,999,735
@3,500他

複数単価契約
-

調達見込総額
37,999,735円

国民年金過年度保険料催告状兼納付書
の作成及び発送準備業務（平成２９年７
月発行分）　予定数量95,000件

日本年金機構　理事長代理人
事業推進統括部長　菅野 惠文
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月20日
株式会社谷口製作所
茨城県つくば市谷田部４３５４

一般競争入札に付したが、落札者がなかったことから、日
本年金機構会計規程第14条第6号により随意契約とする。

@57.57 @56.00 -
調達見込総額
5,745,600円

封筒（水糊付、窓開）「エアメール用封筒
（洋10）」の作成　272,000枚

日本年金機構　理事長代理人
年金給付部給付業務調整室長　福井
隆昭
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月20日
株式会社ヤマガタ
東京都千代田区神田和泉町１－３－３

契約に係る予定価格が少額であることから日本年金機構
会計規程第14条第4号により随意契約とする。

1,402,429 954,720 -

労働者派遣（業務円滑化・沖縄事務セン
ター）　3名

日本年金機構　理事長代理人
事務センター統括部長　藤田　光徳
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月21日
株式会社琉球人材派遣センター
沖縄県沖縄市室川２－８－１３

一般競争入札に付したが、落札者がなかったことから、日
本年金機構会計規程第14条第6号により随意契約とする。

@1,008 @1,004 -
調達見込総額
3,200,912円

日本年金機構会計規程第24条に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

（平成29年度）
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（平成29年度）

日本年金機構における電話照会対応の
効率化検討の支援業務　一式

日本年金機構　理事長代理人
相談・サービス推進部長　大塚　郁夫
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月23日
株式会社富士通総研
東京都港区海岸１－１６－１

本調達は、外部事業者の専門的見地から、コールセンター
運営に関し、広く分析・提案等支援を委託するものであり、
効率化の実現に向けた企画は、事業者のもつノウハウに
より多様になることが見込まれた。
そのため、総合評価による比較は困難であり、随意契約に
よる企画競争により、各事業者の企画、業績、実現性を比
較検討することが最も本調達の趣旨に値するものであると
判断し、企画競争を実施した。
結果、企画書評価委員会において、当該業者が最高評価
点を獲得したことから、日本年金機構会計規程第１４条第
１号により随意契約とする。

46,082,250 43,200,000 -

建物賃貸借（埼玉広域事務センター・５階
増床分）

日本年金機構　理事長代理人
事務センター統括部長　藤田　光徳
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月26日
住友生命保険相互会社
大阪府大阪市中央区城見１－４－３５

平成２９年１０月１日より茨城事務センターを埼玉広域事務
センターに集約することとなった。必要面積については、新
営基準に基づいたスペースを確保する必要がある。集約
に当たり、移転費用の節減及び通常業務への影響回避の
観点から埼玉広域事務センターが入居するビル内におい
て増床することが最も望ましいところ、当該ビル内において
新営基準を満たすスペースを確保できる見込みとなった。
当該物件は、ＯＡフロア化され機械警備システムが導入さ
れているなど、事務室としての機能性やセキュリティが確
保されており、オンライン機器を導入して円滑な事務処理
を行ううえでレイアウトや設備面において適切な物件であ
る。また、賃料は近隣の同規模の物件との比較において
妥当な水準である。
以上から、埼玉広域事務センターが入居する当該物件の
賃貸人である当該業者と日本年金機構会計規程第１４条
第１号により随意契約とする。

15,561,584 15,561,584 -

日本年金機構における業務・システム刷
新（フェーズ２）のシステム開発準備支援
等業務　一式

日本年金機構　理事長代理人
刷新プロジェクト推進室長　佐藤　章
東京都杉並区高井戸西３－５－２４

平成29年6月30日
アクセンチュア株式会社
東京都港区赤坂１－１１－４４

フェーズ２開発を実現可能な開発として進めていくため、こ
れまで作成してきた調達仕様書及び要件定義書の内容を
元に、事業者から提出された意見や事業者との調整内容
を十分に把握した上でなければ実施できず、調達手続中
に支援業者が変更となった場合、フェーズ２開発の調達ス
ケジュールが大幅に遅れる可能性があり、現行システムの
閉塞時期が遅れる等多大な影響を及ぼすことになる。
当該事業者は調達仕様書及び要件定義書等の反映・修正
作業を期限内に確実に遂行するための技術支援ができる
唯一の業者であることから、日本年金機構会計規程第１４
条第１号及び日本年金機構政府調達契約事務取扱細則
第９条第１項第４号により随意契約とする。

891,494,640 891,494,640 -
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